
 

 1 

平成１８年度１２月補正予算案の概要 
 

１ 予算規模等 

 

 今回の補正予算は、障害者支援施設整備事業、新居浜駅菊本線改良事業等の単独事業、西町中村線改良

事業等の公共事業のほか、合併振興基金積立金、愛媛県後期高齢者医療広域連合費等の施策費並びに経常

経費について措置いたしております。 

 

この結果、一般会計では、補正額８億６，９３７万７千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出それぞ

れ４１８億８，１１０万８千円となり、対前年度同期比は、１９億４，６１４万１千円、４．４％の減と

なっています。 

 

特別会計では、 

 

（１）渡海船事業特別会計が、補正額２３万７千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出それぞれ 

１億３，２７９万３千円となり、対前年度同期比は、５５１万９千円、４．３％の増、 

 

（２）公共下水道事業特別会計が、補正額９４６万１千円の減、補正後の予算総額は、歳入歳出それぞれ

５８億５，１５２万２千円となり、対前年度同期比は、１億８，８９１万６千円、３．１％の減、 

 

（３）国民健康保険事業特別会計が、補正額６７５万４千円の減、補正後の予算総額は、歳入歳出それぞ

れ１３１億５，０５７万３千円となり、対前年度同期比は、１２億４６６万円、１０．１％の増、 

 

（４）老人保健事業特別会計が、補正額３，３５０万１千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出それぞ

れ１５４億１，３６７万８千円となり、対前年度同期比は、１億７，１５８万９千円、１．１％の増、 

 

（５）介護保険事業特別会計が、補正額３，２５０万９千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出それぞ

れ９０億８，９９３万８千円となり、対前年度同期比は、１億８，７４２万５千円、２．１％の増となっ

ています。 

 

  

一般会計、特別会計合わせた補正額は、９億１，９４０万９千円の増、補正後の予算総額は、歳入歳出

それぞれ８５６億３，６７６万１千円となり、対前年度同期比は、６億１，６６８万９千円、０．７％の

減となっています。 
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２ 一般会計補正予算の主な事業 

 

（１）単独事業 

障害者支援施設整備事業（福祉部 福祉課） 

１ 事業目的 

障害者支援施設を整備することにより、運営基盤の充実と待機者の解消を図り、障害者福祉サー

ビスを充実させる。 

 

２ 補正の内容  補助金の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０  ８，０００  ８，０００ 
財源内訳 一財 ０ ８，０００ ８，０００ 

    現在、無認可作業所として運営されている、わかば第２作業所の施設整備について、国庫補助内

示があったことから、新居浜市老人福祉・心身障害者施設整備費補助金交付要綱に基づき施設整備

費の一部を助成する。 

   (１)補助金    ８，０００千円 

       総事業費    ５８，８５３千円 

        国庫補助金  ２８，４８０千円 

        県支出金   １４，２４０千円 

        市補助金    ８，０００千円 

        自己資金    ８，１３３千円 

   (２)施設整備計画の概要 

     ①施設種別：就労移行支援・就労継続支援施設 

     ②施設名：（仮称）わかば第２作業所 

     ③設置主体：社会福祉法人わかば会 

     ④設置場所：船木甲２１１４番地、２１１５番地 

     ⑤構造：木造平屋（作業所２室、多目的ホール、厨房、事務室、相談室、更衣室２室等） 

     ⑥床面積：２６９．４２㎡ 

     ⑦定員：３０名 

         ・就労移行支援（定員１０名）：一般就労への移行に向けて、知識・能力の向上、適性

にあった職場探し、就労後の職場定着のための支援を行う（利用期間は 24 か月以

内） 

         ・就労継続支援（定員２０名）：通所により、就労や生産活動の機会を提供するととも

に、一般就労に必要な知識・能力が高まった者に、一般就労への移行に向けて支援

を行う（利用期間の制限なし） 
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新居浜駅菊本線改良事業（建設部 道路課） 

１ 事業目的 

ＪＲ新居浜駅と北部市街地とを結ぶ幹線道路として、新居浜駅前土地区画整理事業と連携して一

体的に整備を行い、交通拠点へのアクセス向上を図る。 

 

２ 補正の内容  用地費、工事費の追加等 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ２０５，０００  ２４７，０００  ４５２，０００ 

財源内訳 
国 
市債 
一財 

０ 
１８４，５００ 
２０，５００ 

２２０，０００ 
△１８，０００ 

４５，０００ 

２２０，０００ 
１６６，５００ 
６５，５００ 

    交付金事業の運用改善等により、事業費の増額及び財源補正を行い、用地買収を平成１８年度中

に完了させ、工事区間も延長する。 

   (１)用地費   ２１０，１７１千円 

     ・補正前：９０３㎡→補正後：２，０７３㎡ 

 (２)補償費    △２，９００千円 

   (３)工事請負費  ３７，０６４千円 

     ・補正前：１９０ｍ→補正後：２９０ｍ 

   (４)事務費     ２，６６５千円 

 

 ３ 補正に係る財源内訳 

    □国 55％（220,000千円） 

    □市債（臨道特定）90％（△18,000千円）（交付税算入率30％） 

    □一財（45,000千円） 

 

 単独事業は、このほか広瀬歴史記念館（旧広瀬邸）整備事業等で２億５，６９９万７千円の増となって

います。 
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（２）公共事業 

西町中村線改良事業（建設部 道路課） （新市建設計画） 

１ 事業目的 

本路線は県道新居浜港線と市道上部東西線とを、国道１１号を経由して結ぶ幹線道路であり、国

土交通省が実施している一般国道１１号西の端交差点改良事業及び県が実施している交差点以北

の県道整備と連携して、交差点以南を整備することにより交通混雑の緩和を目指す。 

２ 補正の内容  補正減 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ２５２，０００  △１１９，０００  １３３，０００ 

財源内訳 
国 
市債 
一財 

１８４，８００ 
６３，８００ 

３，４００ 

△１８４，８００ 
６２，５００ 

３，３００ 

０ 
１２６，３００ 

６，７００ 
    交付金事業の運用改善等により、事業費の減額及び財源補正を行い、用地買収箇所の変更等を行

う。 

   (１)用地費   △２３，０１８千円 

     ・補正前：５７３㎡→補正後：２８３㎡ 

 (２)補償費   △９７，３８２千円 

     ・補正前：５件→補正後：４件 

   (３)工事請負費   ２，２００千円 

     ・補正前：０ｍ→補正後：５ｍ 

   (４)事務費      △８００千円 

 ３ 補正に係る財源内訳 

    □国 55％（△184,800千円） 

    □合併特例債 95％（62,500千円）（交付税算入率70％） □一財（3,300千円） 

 

 公共事業は、このほか滝の宮山根線整備事業及び角野船木線改良事業の組替があります。 

 

（３）施策費 

合併振興基金積立金（企画部 財政課）（新規） 

１ 事業目的 

合併後の市民の連帯の強化及び地域振興に要する経費の財源に充てるため、合併特例債を活用し、

合併振興基金を造成する。   

２ 補正の内容  積立金の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０  ６２０，０００  ６２０，０００ 

財源内訳 
市債 
一財 

０ 
０ 

５８９，０００ 
３１，０００ 

５８９，０００ 
３１，０００ 

    平成１８年度～２０年度の３年間で、総額１８億４，６００万円の積立を行う。 

    ・平成１８年度 積立額 ６億２，０００万円（起債額 ５億８，９００万円） 

・平成１９年度 積立額 ６億２，０００万円（起債額 ５億８，９００万円） 

    ・平成２０年度 積立額 ６億  ６００万円（起債額 ５億７，５７０万円） 

    ・合  計   積立額１８億４，６００万円（起債額１７億５，３７０万円） 
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 ３ 制度の概要 

   (１)根拠：市町村合併の推進のための地方財政措置の拡充について（自治省行政局振興課長・自治

省財政局財政課長通知） 

   (２)標準基金規模：３億円×(合併市町村数)＋１万円×(増加人口)＋５０００円×(合併後人口) 

            ＝１２億３，１８４万円 

   (３)積立額：標準基金規模の５割増まで積立可能（上限は４０億円） 

         →１２億３，１８４万円×１．５＝１８億４，７７６万円 

（起債額との調整で、積立額は１８億４，６００万円とした） 

   (４)特徴：果実運用型基金として合併特例債の活用が認められている。なお、建設事業の合併特例

債枠の１１５億円とは別枠となっている。 

    

 ４ 補正に係る財源内訳 

    □合併特例債 95％（589,000千円）（交付税算入率70％） □一財（31,000千円） 

 

愛媛県後期高齢者医療広域連合費（福祉部 国保課）（新規） 

１ 事業目的 

平成１８年６月の老人保健法改正に伴い、平成１８年度末までの設置が義務づけられている愛媛

県後期高齢者医療広域連合を設立し、後期高齢者医療制度の適正で円滑な事業運営を行う。 

 

 ２ 補正の内容  負担金の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ０ ３，７０５  ３，７０５ 
財源内訳 一財 ０ ３，７０５ ３，７０５ 

    平成１８年９月４日に設置された愛媛県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会に係る経費 

５２，７２６千円のうち４２，７２６千円を県内２０市町で分担する。 

 

    【５２，７２６千円の内訳】・職員経費     ２５，９８３千円（H18.9～H19.3、6人） 

                 ・備品購入     １２，２８５千円 

                 ・工事費       ７，９７２千円（事務所改修） 

                 ・事務費       ４，４９６千円 

                 ・選挙に要する経費    ２３３千円 

                 ・議会開催に要する経費  ７５７千円 

                 ・予備費       １，０００千円 

 

    【財源内訳】       ・２０市町分担金  ４２，７２６千円 

                 ・国庫補助金    １０，０００千円 
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企業立地促進対策費（経済部 商工労政課） 

１ 事業目的 

市外企業の新規立地を促進するとともに、既存企業の市内への投資を促し、雇用の継続・拡大と

経済の活性化を図る。 

 ２ 補正の内容  補助金の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 ５０，０００  ２７３，４８０  ３２３，４８０ 
財源内訳 一財 ５０，０００ ２７３，４８０ ３２３，４８０ 

    「企業立地促進条例」に基づく本年度の奨励金交付対象事業及び交付予定額が確定したことによ

る企業立地、新規雇用等に対する奨励金の追加（１０社１２件、３億２，３４８万円）。 

 

青少年育成強化費（教育委員会事務局 社会教育課）（拡充） 

１ 事業目的 

こども夢未来基金を活用し、新居浜市の子どもたちが、ふるさとに愛着を感じ、郷土に誇りを持

つことができるような活動を実施し、子どもたちの豊かな心を育み、知的好奇心や探究心を育てる。 

 ２ 補正の内容  使用料賃借料の追加 

                                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

 １，５８３  ２００  １，７８３ 

財源内訳 
繰入金 
諸収入 
一財 

０ 
５４０ 

１，０４３ 

２００ 
０ 
０ 

２００ 
５４０ 

１，０４３ 
    １０月２８日に開催された「子どもと教育を語る集い」の場で子どもから提案のあった、防災に

関する学習・取り組みを充実したいという意見を踏まえ、来年度以降、全児童・生徒へ防災の重要

性、命の尊さを伝えていくために、「人と防災未来センター」「北淡町震災記念公園」を訪れ、市内

の小学６年生４５名のリーダー研修を行う。 

(１)使用料賃借料    ２００千円 

  ・大型バス借上げ料（１台） 

 ３ 補正に係る財源内訳 

    □こども夢未来基金繰入金（200千円） 

 

 施策費は、このほか障害児保育対策費、中学校教育充実費等で９億５４５万２千円の増となっています。 

 

３ 事業を賄う財源（款別歳入） 

                                    （単位：千円） 

款 補正前の額 今回補正額 補正後 
市       税 １６，６５８，１５７ ９４５，８４３ １７，６０４，０００ 
国 庫 支 出 金 ５，０６９，５９４ ３５，２００ ５，１０４，７９４ 
繰 入 金 １，０７３，０３６ △７４６，８８３ ３２６，１５３ 
諸 収 入 １，７３６，１５１ １，７１７ １，７３７，８６８ 
市 債 ３，７０１，１００ ６３３，５００ ４，３３４，６００ 

計 ４１，０１１，７３１ ８６９，３７７ ４１，８８１，１０８ 
   （※今回補正がある款のみ記載、計は今回補正がない款も含む総額を記載している。） 
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４ 特別会計の補正内容 

（※財源内訳は今回補正に係る財源のみ記載している。） 

（１）渡海船事業特別会計                      （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

１３２，５５６ ２３７ １３２，７９３ 
財源内訳 繰入金 １１１，２７６ ２３７ １１１，５１３ 

    人事異動等に伴う人件費の追加。 

・総務管理費（２３７千円、人件費） 

（２）公共下水道事業特別会計                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

５，８６０，９８３ △９，４６１  ５，８５１，５２２  
財源内訳 使・手 １，１７０，０５２ △９，４６１ １，１６０，５９１ 

    人事異動等による人件費の調整に伴う事務費の組替及び補償費の減額に伴う組替等。 

・総務管理費（△１，７６１千円、人件費） 

・建設事業費（組替、人件費・事務費・補償費・委託料） 

・施設管理費（△７，７００千円、人件費） 

（３）国民健康保険事業特別会計                  （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

１３，１５７，３２７ △６，７５４  １３，１５０，５７３ 
財源内訳 繰入金 １，００８，８１５ △６，７５４ １，００２，０６１ 

    人事異動等に伴う人件費の減額。 

・総務管理費（△６，７５４千円、人件費） 

（４）老人保健事業特別会計                     （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

１５，３８０，１７７ ３３，５０１  １５，４１３，６７８  

財源内訳 

基金交付金 

国 
県 
繰入金 

８，３１２，８２８ 
４，６６９，９６９ 
１，１６６，１１６ 
１，２０１，２６３ 

△１ 
９４，３４６ 

△１ 
△６０，８４３ 

８，３１２，８２７ 
４，７６４，３１５ 
１，１６６，１１５ 
１，１４０，４２０ 

    人事異動等に伴う人件費の追加及び平成１７年度事業の精算に伴う償還金の追加等。 

・総務管理費（１，４０７千円、人件費・通信運搬費等） 

・医療給付費（財源補正、国庫負担金の増・一般会計繰入金の減等） 

・償還金（３２，０９４千円、支払基金交付金・国庫補助金償還金） 

（５）介護保険事業特別会計                     （単位：千円） 

補正前 今回補正額 補正後 
事業費 

９，０５７，４２９ ３２，５０９  ９，０８９，９３８  

財源内訳 
国 
県 
繰入金 

２，１２６，０５０ 
１，２６９，９５４ 
１，３１４，８５６ 

４，６６５ 
２，３３２ 

２５，５１２ 

２，１３０，７１５ 
１，２７２，２８６ 
１，３４０，３６８ 

    人事異動等に伴う人件費の追加等。 

    ・総務管理費（２３，１８０千円、人件費） 

    ・基金積立金（△２，１９０千円、事業費支弁人件費の保険料充当分の調整） 

    ・包括的支援事業費（３，１２９千円、人件費） 

    ・選択型地域支援事業費（８，３９０千円、人件費） 


